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研究要旨 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19)蔓延下に発災した令和 2年 7月豪雨時に歯科

的所見からの身元確認に関わられた歯科医師が，感染防護体制が十分であったか，ま

た，感染のリスクを伴う作業にあたっての心的ストレスを感じたか，などを評価するため，被

災前の教育を受けた経験などとともに調査した．  

なお、回答者は直接遺体に接する作業を行っておらず，遺体の情報は遺体の写真お

よび既に作成されたデンタルチャート（死後記録）からのみ得られていたため，遺体からの

歯科所見採取における感染防護体制や，その資機材の充足度合，また，関連する心的

ストレスについては，評価ができなかった． 

感染症蔓延下においても発生しうる災害時に，地域のかかりつけ歯科医が警察や海上

保安庁から直接依頼される場合においても，感染リスクも含めた安全は確保されなければ

ならず，また，作業の質の担保のためには標準化された方法にて共通様式に記載して記

録を残すことが必要である． 

結論として、回答者における共通様式の知識や準備などはその時点では十分ではな

く，感染症蔓延下において安全にかつ正確性や再現性を担保した歯科的所見からの身

元確認への協力ができるよう，歯科医師会、警察、海上保安庁を含めた連携体制の構築

とそれに基づいた研修を検討することが大切と考えられた． 

 

Ａ.研究目的 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19)に罹患

した遺体からの感染性については，現在も研究が

なされているところであり，遺体取扱いにおける感

染管理に特化したガイドラインも定まったものは無

い．COVID-19 蔓延下にての身元不明遺体に対

する歯科所見採取においては出務者の感染防御

対策が必要であるが，情報や対応が十分でない中

での出務には，心的ストレスも大きいと考えられる． 

そこで，COVID-19 蔓延下に発災した令和 2 年

7月豪雨時に歯科的所見からの身元確認に関わら

れた歯科医師において，依頼の連絡や相談先，作

業場所や感染防護体制，そして出務者の心的スト

レス，および，被災前の教育を受けた経験，共通

様式の知識や準備などについて調査し，感染症蔓

延下において安全にかつ正確性や再現性を担保

した歯科的所見からの身元確認への協力ができる

体制について考察することを目的とした．  

 

Ｂ.研究方法  

1．対象 

令和 2年 7月豪雨にかかわる歯科所見からの身

元確認作業に従事された熊本県歯科医師会会

員である歯科医師 9 名を対象とした． 

2．方法 

「令和 2 年 7 月豪雨にかかわる，歯科所見から

の身元確認作業に関するアンケート」を熊本県

歯科医師会より送付していただき，研究班宛て
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に返送いただく自記式調査とした．  

3．期間 

調査期間は，令和 3年 11月 12日から 12月 16

日までであった．  

 

（倫理面への配慮） 

本調査の内容には個人情報は含まず侵襲を伴わ

ないものであり，発送にあたっては（一社）熊本県

歯科医師会より個別に行い，回答の意志の有る場

合のみ自記式調査用紙に記載して研究班宛てに

返信をしていただく形式とし，十分な倫理的配慮の

もとで施行した． 

 

Ｃ.研究結果 

回答は 6名（66.7％）より得られた．6名全員が警

察または海上保安庁から直接の依頼を受けていた

が，身元不明遺体に対する歯科所見採取の経験

ある歯科医師に相談したものはいなかった．従事し

た作業は，生前資料の提供，遺体の写真からの死

後記録の作成，および照合であり，直接遺体に接

する作業にあたったものはいなかった．診療所が

全壊し，生前資料は記憶のみとなったものが 1 名

いた．警察歯科医に登録されていたのは 1 名のみ

で，災害時の従事経験があったのは 1 名のみであ

った．講義の受講経験は全員にあったが，研修受

講経験は 2 名のみであった．感染防護具（PPE）の

装着訓練を受けていたものはいなかった．共通の

記録様式を準備していたのは 1 名のみで，2 名は

「様式は知っていたが準備してなかった」，2 名は

「様式自体を知らなかった」とした．対応にあたって

の心的ストレスを感じたとしたものは 2 名であった． 

 

D.考察 

直接遺体からの所見採取を行った回答者が無く，

今回の遺体に接する作業における感染防御につ

いて，また，感染リスクに対する心的ストレスの評価

は行えなかった．死後記録はご遺体の写真で提供

されている場合が多かった．今回得られた情報は，

推定される死者がいた場合が殆どであると考えら

れた。 

回答者は全て，警察や海上保安庁からの直接

の依頼を受けていたが，身元不明遺体に対する歯

科所見採取の経験のある歯科医師に相談したもの

はおらず，逐次では歯科医師会も把握できておら

ず，管理はできなかった．講義は受けていても，共

通様式に関する認識がなく，書面による記録がなさ

れていない場合もあった．記録は常に振り返れるよ

うに，その照合のプロセスとともに標準化された共

通の書式に記載して残すことが重要と考えられた。 

 

Ｅ.結論 

令和 2 年 7 月に発災した豪雨時の歯科的所見

からの身元確認作業には、警察から直接依頼され

た地域の歯科診療所の歯科医師らが出務してい

たが、そのうち多くは感染防御や身元確認作業の

研修や経験が十分ではなかった。 

研修や標準化され共通書式を用いた情報共有

など歯科医師、警察、海上保安庁等を含めた連携

体制の重要性が示唆された。 
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